
この制度は、令和元年台風第１９号災害により被害を受けた宅地等の法面や擁壁等の復旧

を図り、市民生活の安定に資するため、被災宅地等の所有者等に対し、市の危険度判定を

受けた宅地について、復旧に要する事業（工事）費用の一部を補助する制度です。

制度の概要

※１ 被災宅地等とは、崖地の崩落等により、市の危険度判定を受けた宅地。

※２ １０万円を超える工事が補助対象になります。（1,000 円未満端数切捨。）

※３ 居住用であってもアパート経営など事業用の土地は補助対象になりません。

助成対象となる工事の内容 ※４

※４ 上記の工事にかかる調査費用なども助成対象になります。

申請に必要な書類 ※５

※５ すでに工事が完了しており、助成を受ける場合も同じ書類を提出していただきます。

被災宅地等復旧支援制度延長のご案内

○台風第１９号災害による被災宅地等の復旧支援事業費用の一部に対して補助します。※１

○工事費の半額（最大１００万円）を補助します。※２

○台風第１９号の災害時に居住用として使っていた敷地が補助対象になります。※３

受付：令和６年４月１日から令和７年３月３１日工事完了まで制度延長します。

○法面の整形及び保護に係る工事

○擁壁の設置及び補強に係る工事（旧擁壁の撤去

及び擁壁に関する排水施設設置工事を含む。）

○土のう設置工事等の応急工事

擁壁の設置及び補強

法面の整形及び保護

土のう設置工事等の応急工事

＜工事着手前＞

①交付申請書（様式第１号）（市税等調査に関する同意書） ② 補助事業等収支予算書 ③ 見

積書等 ④ 宅地の被災状況を確認できる資料（写真など） ⑤ 固定資産税納税通知書の写し

等 ⑥ 身分証明書（原本）※コピー後に原本はお返しします。⑦登記事項証明書（所有者確認）

＜工事完了後＞

① 実績報告書（様式第３号） ② 補助事業等収支決算書 ③工事請負契約書等の写し、また

は領収書の写し ④ 工事写真（着手前、中間時及び完了時） ⑤補助金交付請求書（様式第５

号）（通帳の写し）

【問合せ窓口】

あきる野市都市整備部建設課技術担当 ℡ 042－558－1111（内線 2734）

受付時間 ８：３０～１７：１５ ※ 土日、祝日、年末年始を除く



令和元年台風第１９号災害によるあきる野市被災宅地等復旧支援事業補助金

交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、令和元年台風第１９号により被害を受けた被災宅地等の復旧を図り、

市民生活の安定に資するため、被災宅地等の所有者等に対し、当該被災宅地等の復旧に要

する経費の一部を補助するに当たり、あきる野市補助金等交付規則（平成７年あきる野市

規則第２９号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（定義)

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。

（１） 宅地 令和元年台風第１９号に係る災害発生時に居住の用に供していた市内の住

宅の敷地（営利を目的とする事業の用に供するものを除く。）であって、個人が所

有するものをいう。

（２） 被災宅地等 崖地（人工のものを含む。）の崩落等により、市の応急危険度判定

を受けた宅地（当該宅地に隣接する土地を含めて応急危険度判定が実施された場合

は、当該土地を含む。）をいう。

（補助対象者）

第３条 補助対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。

（１） 被災宅地等の所有者又は当該所有者の承諾を得た管理者若しくは占有者

（２） 既に納期の経過した分の市税を完納している者。ただし、市長が特に必要と認め

るときは、この限りでない。

（補助対象事業）

第４条 補助の対象となる事業は、被災宅地等について、次の各号のいずれかに該当する工

事（既に完了したものを含み、令和７年３月３１日までに完了するものに限る。）を行う

事業で、当該工事に要する経費が１０万円を超えるものとする。

（１） 法面の整形及び保護に係る工事
のり

（２） 擁壁の設置及び補強に係る工事（崩落した、又は崩落するおそれのある擁壁の撤

去及び排水施設の設置に係る工事を含む。）

（３） 土のうの設置等の応急工事

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、対象としない。

（１） 当該被災宅地等が建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第９条第１項の規定

による命令、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第１４

条第１項から第３項までの規定による監督処分又は都市計画法（昭和４３年法律第

１００号）第８１条第１項の規定による監督処分の対象とされる事業

（２） 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年

法律第５７号）、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律

第５７号）その他関係法令に違反する事業

（３） 前２号に掲げるもののほか、当該被災宅地等に適用される法令、条例、規則等に

基づく市長の指示に違反する事業



（補助対象経費）

第５条 補助対象経費は、補助対象事業に要する経費（前条第１項に規定する工事の調査及

び設計に要する経費を含む。）とする。

（補助金額）

第６条 補助金の額は、予算の範囲内において、補助対象経費の２分の１の額又は１００万

円のいずれか低い額とする。この場合において、１，０００円未満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てる。

（交付申請）

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、市長が指定する日までに令和元年台風第１９

号災害によるあきる野市被災宅地等復旧支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に関係

書類を添えて、市長に申請しなければならない。

（交付決定等）

第８条 市長は、前条の規定による申請を受けた場合において、その内容を審査し、補助の

可否を決定し、令和元年台風第１９号災害によるあきる野市被災宅地等復旧支援事業補助

金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により当該申請をした者に通知するものとす

る。

（実績報告）

第９条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助決定者」という。）は、補助事業完了後

市長が指定する日までに令和元年台風第１９号災害によるあきる野市被災宅地等復旧支援

事業補助金実績報告書（様式第３号）に関係書類を添えて、市長に報告しなければならな

い。

（補助金の額の確定）

第１０条 市長は、前条の規定による報告を受けた場合において、その内容を審査し、適当

と認めるときは、速やかに補助金の額を確定し、令和元年台風第１９号災害によるあきる

野市被災宅地等復旧支援事業補助金交付額確定通知書（様式第４号）により補助決定者に

通知するものとする。

（交付請求）

第１１条 前条の規定により補助金の額の確定を受けた補助決定者は、速やかに令和元年台

風第１９号災害によるあきる野市被災宅地等復旧支援事業補助金交付請求書（様式第５

号）により市長に請求しなければならない。

（交付）

第１２条 市長は、前条の規定による請求を受けたときは、速やかに補助金を交付する。

（決定の取消し）

第１３条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

（１） 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。

（２） この要綱又は交付の条件に違反したとき。

（補助金の返還）

第１４条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補



助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命じなければならない。

（書類の保管）

第１５条 補助決定者は、補助金の交付申請、請求等に係る書類及び補助事業の実施状況を

明らかにした書類を当該補助事業完了後５年間保管しなければならない。

附 則

（施行期日等）

１ この要綱は、通達の日から施行し、令和２年４月１日から適用する。

（この要綱の失効）

２ この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに第１１条

の規定による請求がなされたものについては、この要綱の失効後も、なおその効力を有す

る。



様式第１号（第７条関係）

年 月 日

あきる野市長 殿

申請者 住 所

氏 名

電話番号

令和元年台風第１９号災害によるあきる野市

被災宅地等復旧支援事業補助金交付申請書

令和元年台風第１９号災害によるあきる野市被災宅地等復旧支援事業補助金の交付につい

て、令和元年台風第１９号災害によるあきる野市被災宅地等復旧支援事業補助金交付要綱第

７条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

１ 補助金交付申請額 円

２ 添付書類

（１） 収支予算書（工事が完了している場合は、領収書の写し）

（２） 被災宅地等の状況が確認できる資料

（３） 申請者の登記事項証明書又は申請者が被災宅地等の所有者、管理者若しくは占有

者であることが確認できる書類

（４） 被災宅地等の所有者の承諾書（申請者が共有者の代表者又は管理者若しくは占有

者である場合のみ）

（５） その他市長が必要と認める書類

※ （４）については、原則として所有者全員の承諾書が必要ですが、特別な事情がある

場合は、市長が必要と認める所有者の承諾書を添付してください。

申請に係る審査をするため、私の納税状況等の確認その他必要な調査を行うことについ

て同意します。

年 月 日 氏名



様式第２号（第８条関係）

第 号

年 月 日

様

あきる野市長 印

令和元年台風第１９号災害によるあきる野市被災宅地等

復旧支援事業補助金交付（不交付）決定通知書

年 月 日付けで申請のあった令和元年台風第１９号災害によるあきる野市

被災宅地等復旧支援事業補助金の交付について、令和元年台風第１９号災害によるあきる野

市被災宅地等復旧支援事業補助金交付要綱第８条の規定により、下記のとおり決定したので

通知します。

記

１ 補助金を交付します。

補助金交付決定額 円

２ 補助金を交付しません。

不交付の理由



様式第３号（第９条関係）

年 月 日

あきる野市長 殿

住 所

氏 名

電話番号

令和元年台風第１９号災害によるあきる野市

被災宅地等復旧支援事業補助金実績報告書

年 月 日付け 第 号で交付決定のあった令和元年台風第１９号災

害によるあきる野市被災宅地等復旧支援事業補助金に係る事業が完了したので、令和元年台

風第１９号災害によるあきる野市被災宅地等復旧支援事業補助金交付要綱第９条の規定によ

り、関係書類を添えて下記のとおり報告します。

記

１ 補助金交付決定額 円

２ 添付書類

（１） 収支決算書

（２） 領収書の写し

（３） 工事の着手前、中間時及び完了時の写真

（４） その他市長が必要と認める書類



様式第４号（第１０条関係）

第 号

年 月 日

様

あきる野市長 印

令和元年台風第１９号災害によるあきる野市被災宅地等

復旧支援事業補助金交付額確定通知書

年 月 日付けで報告のあった令和元年台風第１９号災害によるあきる野市

被災宅地等復旧支援事業補助金について、令和元年台風第１９号災害によるあきる野市被災

宅地等復旧支援事業補助金交付要綱第１０条の規定により、下記のとおり確定したので通知

します。

記

補助金交付確定額 円



様式第５号（第１１条関係）

年 月 日

あきる野市長 殿

住 所

氏 名

電話番号

令和元年台風第１９号災害によるあきる野市

被災宅地等復旧支援事業補助金交付請求書

年 月 日付け 第 号で交付額が確定した令和元年台風第１９号災

害によるあきる野市被災宅地等復旧支援事業補助金について、令和元年台風第１９号災害に

よるあきる野市被災宅地等復旧支援事業補助金交付要綱第１１条の規定により、下記のとお

り請求します。

記

１ 請求金額 円

２ 振込先

金融機関名

銀 行

信 用 金 庫 本 店

農業協同組合 支 店

信 用 組 合 出張所

労 働 金 庫

種 目 普通 ・ 当座 口座番号

フ リ ガ ナ

口 座 名 義


